
河川及び下水道等の整備に関する事項

河川等の整備及び適切な管理

下水道の整備及び適切な管理

既存排水施設の整備及び適切な管理

農業用水路等の水位等の事前調整

• 河川の流下能力の確保

• 河川の堤防・護岸強化

• ポンプ場等の改修・新設

• ポンプ場等の維持管理

• 排水機場の改修・新設

• 農業用水路等の改修

• 農業用水路等の土砂等撤去

• 児島湖の水位調整

• 農業用水路等の水位調整

＿森林、農地、緑地等が有する
保水及び遊水の機能の保持に関する事項＿

森林・農地・緑地等の保全・活用

緑化の推進

• 森林等の保水及び遊水機能の適切な保全・活用

• 緑化の推進

雨水流出抑制施設の設置の促進に関する事項

公共施設における貯留浸透施設の設置

民間施設における貯留浸透施設の設置

• 雨水流出抑制施設の設置

• 道路・駐車場等の透水性舗装化

• 浸透性構造物の採用

• 開発行為等における雨水排水計画の協議

• 補助制度活用による雨水流出抑制施設設置の推進

＿水防体制及び避難体制の強化並びに
市民及び事業者に対する啓発に関する事項＿

浸水被害に対する予防

水防意識の啓発

• 地域防災体制の構築

• 水防資機材の支給・活用

• 市管理施設における水防の推進

• 水防に対する意識向上対策の実施

効果的・効率的な災害情報発信

• 水害情報の提供・周知

避難体制の整備

• 避難場所・避難経路等の整備

• 市民・関係機関が連携した防災訓練の実施

国・県への要請

• 国・県管理河川等の整備及び適切な管理の要請
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※資料編 3 

「SDGs との関連」に記載 
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浚渫・伐採前状況 浚渫・伐採後状況 

児島湖流域清掃大作戦の状況 

市民 事業者 市
具体的な取組

行動主体

♦児島湖流域清掃大作戦

河道の浚渫・伐採等 〇 〇 〇

行動主体の役割

市民及び事業者は、河川の美化活動などに積極的に参加する
市は、河道の浚渫・伐採等を実施する
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普通河川大川の河川改修 

市民 事業者 市
具体的な取組

行動主体

♦普通河川大川改修事業

河川の護岸改修等 - - 〇
市は、市管理河川の護岸改修等を実施する

行動主体の役割
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合流区域（倉敷） 

吉岡川左岸 
倉敷駅 

倉敷市役所 

市民 事業者 市
行動主体の役割

市は、「倉敷市雨水管理総合計画」に基づき、計画事業を順次実施する

具体的な取組
行動主体

ポンプ場等の改修・新
設

段階的整備目標

- - 〇 長期 超長期

倉敷市雨水管理総合計画

浸水実績箇所の
床上浸水　解消

浸水想定区域の
床上浸水　解消

浸水想定区域の
床上・床下浸水解
消

浸水の全面解消

当面（R21） 中期

吉岡川第1ポンプ場建設 R6供用開始予定

倉敷中ポンプ場建設 R8供用開始予定
当面対策の取組事業
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県道藤戸
連島線

吉岡橋

吉岡川
P

葦高小学校

吉岡川

市道矢柄西田線

吉岡川第１ポンプ場

県道藤戸連島線

小谷かなりや
第二保育園

市
道
駅
前
古
城
池
霞
橋
線

葦高小学校 

かなりや 
第２保育園 

シミュレーション結果（現況） シミュレーション結果（対策後） 

吉岡川第１ポンプ場 

葦高小学校 

かなりや 
第２保育園 

凡例

浸水深（m）

～0.199

0.200～0.449

0.450～

排水能力：2.3m3/s 
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倉敷商業高校グラウンド

倉敷環境
センター

岡山ガス

倉敷中ポンプ場

倉
敷
川

倉敷中
第１ポンプ場

主
要
地
方
道

倉
敷
玉
野
線

倉
敷
川

倉敷市役所

市
道
駅
前
古
城
池
霞
橋
線

市道羽島
四十瀬線

シミュレーション結果（現況） シミュレーション結果（対策後） 

凡例

浸水深（m）

～0.199

0.200～0.449

0.450～

倉敷中ポンプ場 

排水能力：2.8m3/s 
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目標レベル 減災目標

目標名称 レベル１ レベル１’ レベル２

降雨規模

（再度災害防止）

想定最大規模降雨

(130mm/h)

土地利用 流出係数＝現況

浸水想定区域の

床下浸水解消

浸水想定区域の

床上浸水解消
浸水想定区域の

浸水の概ね全面解消

（概ね完全ドライ）

浸水想定区域の

床上・床下浸水解消

（道路冠水許容）

計画降雨 W=1/10

(46mm/h)

防災目標

流出係数＝将来

アウトカム目標

浸水実績箇所の床上浸水解消

浸水の全面解消

（完全ドライの達成）

人命の確保

壊滅的被害の回避

想

定

外

力

等

整備段階

当 面

中 期

⾧ 期

超⾧期

段階的整備目標 

64



市民 事業者 市

ポンプ場及び管路の
点検・調査

- - 〇

ポンプ場及び管路の
改築・更新

- - 〇

具体的な取組
行動主体

市は、雨水ポンプ場内設備や管路の日常点検及び「倉敷市下水道ス
トックマネジメント計画」に基づく定期点検を継続して実施する

市は、雨水ポンプ場内設備や管路の点検結果に基づき改築・更新を
計画的に実施する

行動主体の役割
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大西排水機場 福田呼松第２排水機場 

市民 事業者 市

♦大西排水機場、福田呼松第２排水機場、松江生姫第２排水機場

♦有城排水機場建設（県営事業）

行動主体の役割

市は、計画的に既設排水機場の改築・更新を実施する

倉敷市国土強靭化地域計画

具体的な取組
行動主体

既設排水機場の更新
（ポンプ増設等）

- - 〇

排水機場の新設 - - 〇

R2実績指標の名称

排水機場の機能保全計画
又はポンプ更新計画の策
定率

市は、農地の湛水被害が基準を上回る地区に排水機場の新設を計画
する

59%

R7目標

67%
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市民 事業者 市

♦水路新設改良事業

♦ため池防災減災事業

♦東六間川護岸改修

行動主体の役割

市は、水路・ため池等について計画的に整備を実施する

具体的な取組
行動主体

農業用水路・ため池
等の改修

- - 〇
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市民 事業者 市

♦用排水路の清掃委託事業

♦西部排水路の堆積土砂等撤去（予定）

行動主体の役割

市民及び事業者は、水路等の美化活動などに積極的に参加する
市は、必要に応じて水路・ため池等の土砂撤去や藻刈りを実施する

具体的な取組
行動主体

農業用水路・ため池
等の土砂等撤去

〇 〇 〇
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市民 事業者 市

国・県に対する河川
等整備の要請

- - 〇

具体的な取組
行動主体

行動主体の役割

市は、必要に応じて、国・県に対してポンプ設備の整備や河道掘削、
樹木伐開の要請を行う
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児島湖と児島湾 

出典：岡山県耕地課ホームページ 

児島湾締切堤防 

出典：農林水産省中国四国農政局ホームページ 

出典：「児島湾沿岸地区」農林水産省中国四国農政局 

児島湖より児島湾の水位

が高い時は、海水が入っ

てくるのを防ぐため、樋門

を閉じています。 

①  

締切堤防 

児島湾 

児島湾 
(引き潮） 

児島湾 

児島湖

児島湖

児島湖

排水 

引き潮の時は、児島湾の

水位が徐々に低下してい

き、児島湾の水位が児島

湖より低くなったとき樋門

を開けて、児島湖の水を

児島湾へ出します。 

②  

干潮を過ぎると、児島湾

の水位が、徐々に上昇し

ていくため、児島湾の水

位が児島湖の水位より高

くなる前に樋門を閉めま

す。 

③  

市民 事業者 市

用水の事前排水（大
雨が予想される時、
河川堤防の排水樋門
を開ける）

〇 - 〇

具体的な取組
行動主体

市及び市民は、大雨前に水位低下を図ることができるように連携を強
化する

行動主体の役割
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市民 事業者 市

農業用水路等の事前
排水

〇 - 〇

具体的な取組
行動主体

行動主体の役割

市民及び市は、大雨前に高梁川からの取水を中止する等、水位低下
を図ることができるように連携を強化する

約 300 万 m3 の貯水容量 
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浸水想定区域（内水ハザードマップ） 

社会実験箇所（真備町川辺地区） 

排水機場受益エリア 約 170ha 

水位低下が見込まれる 

幹線農業用水路 約 4.9km 

農業用排水機場ポンプ施設の改良 

【改良後】 

ポンプ施設の吸込口に空気吸込渦を抑

制する吸込み管（2 重ラッパ管）・渦対策リ

ングを増設することで、運転停止水位を

低下 

【従来】 

ポンプ施設を運転停止水位以下で運転し

た場合、水槽内に渦が発生し、空気を吸

込むことで、吸込量の低下、ポンプ施設

の故障につながる 
排水機場ポンプ施設の運転停止水位を

下げて「予備排水」を実施することで、 

用水路の水位が約 0.5m 下がり、 

約 6 千 m3（推定）の貯水容量を確保でき

る。 
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放流先公園の広場等に貯留

排水設備

建物

側溝

流入ます 排水設備

放流先

建物

側溝

流入ます 排水設備

放流先

貯留施設の種類 

市民 事業者 市

♦新共同調理場整備事業（有城）

♦倉敷駅周辺第二土地区画整理事業

♦庁舎等再編整備事業

具体的な取組
行動主体

行動主体の役割

♦山陽ハイツ跡地整備事業（都市防災公園及び複合施設整備事業）

市管理施設への雨水
貯留施設の設置

- - 〇

市は、公共施設の整備に合わせて設置を推進し導入箇所を増やす
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市民 事業者 市

透水性舗装を用いた
歩道の整備延長

1,720m 4,700m

100%0%

指標の名称 R2実績 R7目標

倉敷駅周辺第二土地区画
整理事業区域内歩道部の
透水性舗装率

倉敷市国土強靭化地域計画

行動主体の役割

市は、道路での採用を検討し、導入箇所を増やす

市は、市管理施設の敷地内での採用を検討し、導入箇所を増やす

♦運動公園利活用推進事業（水島緑地福田公園園路）

市管理施設内の
透水性舗装化

- - 〇

具体的な取組
行動主体

- - 〇道路の透水性舗装化

♦（都）寿町八王寺線・寿町石見線の歩道にて実施

♦（都）新田上富井線・矢柄西田線の歩道にて実施

出典：国土交通省「雨水浸透施設の整備促進に関する手引き（案）」 
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透水性舗装 

舗装構成図 

：透水性舗装 
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市民 事業者 市

35個所

行動主体の役割

市は、公共施設を新設・改築する際に導入を検討し、導入箇所を増や
す

具体的な取組
行動主体

浸透桝、透水性側溝
等の設置

- - 〇 倉敷市国土強靭化地域計画

指標の名称 R2実績 R7目標

公園施設の浸水対策
の実施公園数

0個所

出典：国土交通省「雨水浸透施設の整備促進に関する手引き（案）」 
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プラスチック貯留槽設置状況 

市民 事業者 市

40件

行動主体の役割

市民及び事業者は、対象の開発行為等において、市と雨水排水計画
の協議を行う
市は、対象の開発行為等において施設設置の指導、助成を実施し、
開発行為等に起因する河川等への雨水流出を抑制する

具体的な取組
行動主体

雨水貯留施設の設置
推進

〇 〇 △ 倉敷市国土強靭化地域計画

指標の名称 R2実績 R7目標

開発行為等における雨水
流出抑制協議の実施数 0件
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第 3 章 開発行為等における雨水排水計画の協議等 

（開発行為等の雨水排水計画の協議） 

第 14 条 本市の区域内において、規則で定める規模以上の開発行為等を行おうとする者は、あらかじめ、規則で

定めるところにより当該開発行為等の実施に係る雨水を排水するための計画（以下「雨水排水計画」という。）

を記載した書類（以下「計画書」という。）を市長に提出し、当該雨水排水計画について、市長と協議しなければ

ならない。当該雨水排水計画の内容を変更しようとする者も、同様とする。 

2 前項の開発行為等を行おうとする者は、当該開発行為等に係る雨水排水計画の内容を規則で定める浸水被

害の予防及び軽減を図るための雨水の排水に係る技術上の基準（以下「技術基準」という。）に適合させなけれ

ばならない。 

3 第 1 項の協議をした者は、当該雨水排水計画に従い、開発行為等を行わなければならない。 

4 第 1 項の協議をした者は、開発行為等の着手の日から完了の日までの間、工事現場の公衆の見やすい場所

に雨水排水計画の概要を記載した所定の標識を掲示しなければならない。 

5 第 1 項の規定は、次の各号のいずれかに該当する開発行為等を行おうとする者については、適用しない。 

(1) 通常の管理行為又は軽易な行為で、規則で定めるもの 

(2) 非常災害のために必要な応急措置として行うもの 

(3) その他市長が規則で定めるもの 

① 

② 

（例）現況敷地が 2,000m2の田んぼに駐車場付きの建物を建設する場合の必要貯留量は、 

2,000 × 250 ÷ 10,000 ＝ 50 m3  となります。 

※下線部①について 

「倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例施行規則」（以下施行規則という）第 3 条第 1 項に 2,000m2 としてい

ます。 

※下線部②について 

施行規則第 5 条に規定していますが、そのうち、貯留施設の必要貯留量は、1 ヘクタール当たり 250m3 として

います。ただし、現況の敷地に構造物等がある場合は、1 ヘクタール当たり 150m3 としています。 
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雨水貯留槽 

不要となった浄化槽 

 

貯まった水で家庭菜園、 

節水効果がうれしい！ 

雨に関心を持つように 

なった！ 

 

市民 事業者 市

目標申請件数
50件/年（貯留量10m3/年）

※0.2m3/件と仮定した場合

具体的な取組
行動主体

雨水貯留施設の設置
推進

〇 〇 △

行動主体の役割

市民及び事業者は、積極的に補助制度の利用を検討する
市は、継続的に補助事業を実施することで河川等への雨水流出を抑
制する

貯めた分、川へ流れる量を 

減らせるね！ 
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市民 事業者 市

森林の保全 〇 ○ 〇

♦ほ場整備事業 ♦新規就農サポート事業

♦農地耕作条件改善事業 ♦多面的機能支払交付金事業

♦地域担い手育成総合支援事業 ♦農業担い手育成支援事業

♦農業経営基盤強化促進事業

60人
（R3～R7累計）

120人
（R3～R7累計）

担い手の農地利用集
積率

21.3% 32.1% 43%

新規就農者数

♦田んぼダム普及啓発事業

田んぼダムの普及啓
発

〇 ○ 〇

市民及び事業者は、良好な農地の整備を行う
市は、農地を維持しつつ集積・集約を進めるとともに、経営の育成を図
り、良好な農地の整備を推進する

市民及び事業者は、積極的に田んぼダムの導入を検討する
市は、田んぼダムの普及啓発により取組面積を拡大し、水田から農
業用水路へのピーク時の排水量抑制を目指す

具体的な取組
行動主体

行動主体の役割

市民及び事業者は、適正な森林施業実施、森林保全を行う
市は、計画に基づき、適正な森林施業実施、森林保全を推進し、浸
透・保水能力の高い土壌を有した健全な森林資源の維持造成を推進
していく

倉敷市第七次総合計画

まちづくり指標 R元実績 R7目標 R12目標

農地の保全 〇 ○ 〇
15人
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・令和元年度に新潟大学と連携して田んぼダムの実証試験を実施し、田んぼダム用の堰板を設置する

ことにより、平成 30 年７月豪雨と同程度の雨が降った場合、水田からのピーク時の排水量を 5～6 割

程度抑制する効果があった。 

・令和 2 年度より、田んぼダムの普及・啓発を行い、令和 4 年度には約 29ha の農地で田んぼダムの取

組が行われた。 

 ⇒（効果）14,500t（25m プール約 24 個分）※現在より 5cm 高く貯水すると仮定 

堰板等設置状況（ほ場） 

田んぼダム無し 田んぼダム有り 

ノボリ旗（市が提供） 

＜取組に対する支援・普及啓発＞ 

耕作者の堰板・のぼり旗管理業務 

 ・農地や農作物への影響確認及び報告 

 ・のぼり旗設置による取組のＰＲ 

 ・堰板の常時設置 

市独自の支援 

 ・排水桝取替や畦畔補強を市で支援 

 ・田んぼダム用堰板を無償で提供 

普及啓発 

 ・のぼり旗設置  

 ・地元住民を対象とした説明会の実施 地元説明会の様子 

0.7 1.0 
4.7 

29.1 
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倉敷市における森林の現状（令和 4 年 4 月現在） 
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市民 事業者 市

7.7%
929.2ha

市域全体

♦民有地緑化助成制度

裸地の緑化 〇 〇 〇
市街化区域

倉敷市緑の基本計画

R7目標 R17目標緑地の目標（注） H26実績

市民及び事業者は、積極的に私有地の緑化を試みる
市は、市民と協働しながらまちの緑化を推進する

（注）緑地とは、都市公園や公園緑地に準じる機能をもつ施設、法や条例による区
域指定で確保された永続性の高い一団の規模を有するもの。

♦緑化推進事業

♦花と緑あふれるまちづくり事業

♦公園整備事業

17.2%
6,072.1ha

17.3%
6,117.0ha

17.5%
6,170.5ha

具体的な取組
行動主体

身近な地域の緑の量が多
いと感じている人の割合

倉敷市第七次総合計画

まちづくり指標 R元実績 R7目標 R12目標

35.1% 37.1% 38.5%

行動主体の役割

7.2%
870.5ha

7.4%
899.5ha
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計画の位置付け 

基本方針 
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■身近な地域の緑の量が多いと感じている人の割合の目標

区分
現況

（平成26年）
中間年次

（令和7年）
目標年次

（令和17年）

身近な地域の緑の量が多い
と感じている人の割合

33.9% 37.1% 40.0%

※「緑が非常に多い」「緑が多い」と回答した人の割合

■緑のまちづくり活動に関わりたいと思っている人の割合の目標

区分
現況

（平成26年）
中間年次

（令和7年）
目標年次

（令和17年）

緑のまちづくり活動に関わりたい
と思っている人の割合

53.6% 57.0% 60.0%

※「積極的に関わりたい」「できれば関わりたい」と回答した人の割合

■緑地の目標

区分
現況

（平成26年）
中間年次

（令和7年）
目標年次

（令和17年）

市街化区域
7.2%

870.5ha
7.4%

899.5ha
7.7%

929.2ha

市域全体
17.2%

6,072.1ha
17.3%

6,117.0ha
17.5%

6,170.5ha

■都市公園等の整備目標（一人当たり面積）

区分
現況

（平成26年）
中間年次

（令和7年）
目標年次

（令和17年）

都市公園
8.1㎡/人
390.6ha

9.0㎡/人
435.5ha

10.0㎡/人
476.3ha

都市公園等
14.9㎡/人
720.1ha

15.8㎡/人
765.0ha

17.2㎡/人
813.5ha

※都市公園等とは、都市公園及び公共施設緑地の合計

■身近な都市公園等に歩いていける地域の割合の目標

区分
現況

（平成26年）
中間年次

（令和7年）
目標年次

（令和17年）

身近な都市公園等に
歩いていける地域の割合

75.9% 78.0% 80.0%

※身近な都市公園等：街区公園、近隣公園、地区公園、遊園、開発遊園、住宅遊園、子ども広場
※歩いていける地域：街区公園の一般的な誘致圏と言われる250mを設定
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市民 事業者 市

避難確保計画の作成 △ 〇 △

タイムラインの活用 〇 〇 〇

一般企業・業界団体
等との防災協定締結

- 〇 〇

自主防災組織の結成 〇 〇 △
まちづくり指標

自主防災組織カバー
率

倉敷市第七次総合計画

100%73.3%

R7目標

90%

R12目標

♦自主防災組織育成事業

市民及び事業者は、タイムラインを確認し、災害に備える
市は、公表している市タイムラインをブラッシュアップし、災害に備える

市民（利用者や家族）は、災害が発生するおそれがある場合、円滑か
つ迅速な避難ができるように、日頃より作成した計画を確認する
事業者は、積極的に計画を作成する
市は、計画作成を促し作成率を向上させる

市民及び事業者は、積極的に組織の結成を検討し、防災活動に取組
む
市は、組織結成において、支援等を実施する

市民及び事業者は、積極的に計画の作成を行う
市は、計画作成の支援を実施する

事業者は、防災協定締結に積極的に協力する
市は、協定先の拡充を検討し、防災体制の強化を図る

R元実績

R元実績

具体的な取組
行動主体

行動主体の役割

地区防災計画の作成 〇 〇 △

♦災害予防事業

倉敷市第七次総合計画

地区防災計画の取組
件数

14件 150件 300件

R7目標 R12目標まちづくり指標
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出典：国土交通省 HP 

避難体制のより一層の強化のために、関係部局が連携して支援することが重要 

自主防災組織カバー率 

R2 R3 R4

支給団体数 41 33 10

対象世帯数 3,099 1,536 1,410

資機材提供実績 

組織結成に伴う支給資材の一例 ※世帯数に応じて 
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地区防災計画の取組件数 

出典：内閣府 HP 
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市民 事業者 市

止水板の活用 〇 〇 △

排水ポンプ車の配備 - - 〇

水防資機材の支給・
活用

〇 〇 〇

市民及び事業者は、普段からの備えとして土のう等の水防資機材を
準備する
市は、災害発生のおそれが高くなった時の緊急的措置として、備蓄し
ている土のうを配布する

具体的な取組
行動主体

行動主体の役割

市民及び事業者は、積極的に補助制度の利用を検討し、自助による
浸水対策を実施する
市は、継続的に補助事業を実施することで市民・事業者の自発的な浸
水対策を促す

市は、浸水被害が想定される地域に排水ポンプ車の配備を検討する
排水ポンプ車を運用することで対象地域の被害の軽減を図る
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止水板設置例 
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市民 事業者 市

- - 〇

具体的な取組
行動主体

施設の耐水化及び重
要設備の高所化・非
常用電源の確保

業務継続体制の整備 △ △ 〇 倉敷市国土強靭化地域計画

指標の名称 R2実績 R7目標

市民及び事業者は、業務継続計画を確認し、災害に備えておく
市は、業務継続体制の内容をブラッシュアップし、災害に備えておく

行動主体の役割

市は、施設の耐水化や重要設備の改修を実施し防災・災害対応機能
の強化を行い、浸水被害発生時の必要機能確保を図る

♦庁舎等再編整備事業

倉敷市国土強靭化地域計画

指標の名称

倉敷市業務継続計画に基
づいた体制の整備 更新 概ね5年で見直し

R7目標

非常用発電機の配備
数

106台 220台

R2実績

95



 

整備する機能・性能 

事業スケジュール 

出典：「倉敷市庁舎等再編基本計画（令和 4 年 6 月）」 
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2 0. 9 4 10 0 0  -  1 00 .0 0 0 0 0 0

玉島下水処理場

児島下水処理場

水島下水処理場

真備浄化センター

倉敷雨水貯留センター

凡例

処理場・浄化センター

ポンプ場

水部

浸水危険範囲

倉敷駅

新倉敷駅

児島駅

茶屋町駅

浸水危険範囲は，洪水・津波における想定最大規模の浸水予想範囲を示す

ポンプ場耐水化事例 

既設の終末処理場・ポンプ場の耐水化計画を策定

し、計画に基づき、対策を実施する。 

・施設全体の耐水化 

・重点化区画(電気室等)の耐水化 

・電気設備を上階へ移設 

・設備を防水仕様に更新 
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市民 事業者 市

♦災害予防事業

市民・事業者の水防
意識啓発

〇 〇 △

出前講座の実施回数 58回 110回

倉敷市第七次総合計画

まちづくり指標 R元実績 R7目標 R12目標

倉敷市国土強靭化地域計画

指標の名称 R2実績 R7目標

災害発生時のために、日
頃から家族で備えをしてい
る人の割合

58.3% 90% 100%

行動主体の役割

市は、市職員に対して継続的に防災訓練、研修等を実施し、水防意
識の向上を図る

市民及び事業者は、市が実施する出前講座等に自発的に参加する
市は、市民・事業者に対して継続的に防災活動を実施し、地域住民の
水防に対する意識啓発を行う

具体的な取組
行動主体

〇 倉敷市国土強靭化地域計画

指標の名称 R2実績 R7目標

倉敷市総合防災情報シス
テムを活用するための訓
練の実施回数

2回 年間4回

市職員の水防意識啓
発

- -
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防災講演会・防災講習会の実績 

出前講座の実施状況（防災総合講座） 出前授業の実施状況 

出前講座、講演会の様子 
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防災フェアの様子 
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〇事例紹介 

国土交通省作成の「家庭で役立つ防災」を紹介している。 

〇建築相談会（国助成事業を活用） 

真備地区において、水害被災住宅の修理や再建に関する市民の 

方の不安や疑問について、専門家である建築士が、岡山県建築 

士会倉敷支部が作成した冊子等も活用し、技術的な面から答える 

相談会を実施している。 

（令和元年度～令和 3 年度末までに計 17 回実施） 

建築相談会チラシ 建築相談会の様子 

水害前から水害後の応急修理・復旧 

まで・応急対応シート 

（岡山県建築士会倉敷支部作成：高 

梁川流域圏町家・古民家で紡ぐ魅力 

拠点づくりと技術伝承事業を活用） 
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・水害対応訓練とは 

令和３年度から実施している、台風や前線停滞による大雨等を題材とした、全庁横断的な実働型訓練 

・訓練内容 

1. 災害対策本部運営訓練 

気象状況の変化や、災害現場からの報告に基づく避難情報の発令、避難場所運営に係る情報伝達など 

2. 災害現場対応訓練 

災害状況の付与に対する現場対応、大規模災害への部署連携対応など 

3. 避難場所運営訓練 

避難場所への参集、避難場所開設、物資の要求、避難場所状況付与に対 する現場対応など 

4. 課題の洗い出しと解決策検討 

訓練実施後の検討会や、参加職員からのアンケート等を通じた、災害対応手順の見直し 

・訓練実績 

（令和 3 年度） 

実施日時：令和 3 年 6 月 26 日（土）8:30～12:00 

参加者数：561 名 

開設した避難場所：32 箇所（実践会場は市内 6 箇所） 

（令和 4 年度） 

実施日時：令和 4 年 6 月 25 日（土）8:30～12:00 

参加者数：603 名 

開設した避難場所：35 箇所（実践会場は市内 5 箇所） 

災害対策本部運営訓練 避難場所運営訓練 
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市民 事業者 市
具体的な取組

行動主体

ハザードマップの活用 〇 〇 〇

♦高梁川流域防災力強化事業

♦緊急情報提供事業

情報伝達手段の多様
化、活用

〇 〇 〇

行動主体の役割

市民及び事業者は、ハザードマップの内容を確認し、災害に備えてお
く
市は、水害種別に作成したハザードマップを公表し、市民の適切な避
難行動を促す

市民及び事業者は、災害時に用いられる様々な情報伝達手段を把握
しておく
市は、様々な媒体を利用した情報周知を継続的に実施していくととも
に新たな情報伝達手段を検討し取り入れていく

更新 概ね5年で見直し

倉敷市国土強靭化地域計画

R2実績 R7目標

作成 概ね5年で見直し
内水ハザードマップの
更新

指標の名称

洪水・土砂災害ハ
ザードマップの更新

ため池のハザードマッ
プ作成率

63.0%28.0%
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市民 事業者 市

多様な避難の普及啓
発

△ △ 〇

まちづくり指標

100%

行動主体の役割

市民及び事業者は、平時から避難場所、避難経路を確認しておく
市は、避難所受入れ体制の整備、避難経路の整備を継続的に実施し
ていくことでより安全な避難行動ができる体制を確立する

市民及び事業者は、平時より災害事象別の避難方法などを確認して
おく
市は、災害事象別の避難方法などの普及啓発を継続的に実施してい
くことで意識づけを行う

具体的な取組
行動主体

倉敷市国土強靭化地域計画

指標の名称 R2実績 R7目標

小中学校のトイレの洋
式化率

60% 80%

55橋 315橋

倉敷市第七次総合計画

♦道路ストック長寿命化事業
♦学校園施設安全対策 ・防災機能強化
事業

福祉避難所協定施設
数

41施設

R元実績 R7目標 R12目標

45施設

倉敷市公共施設等統合管理
計画の個別方針（長寿命化
計画）の作成率（公共施設）

75.0% 100%

復興防災公園整備の
進捗率

5.0% 100%

水島緑地福田公園再
整備の進捗率

49.0%

♦マンホールトイレ整備

避難場所・避難経路
の整備

〇 〇 〇

♦二万小学校避難路整備
♦岡田小学校避難地・避難路整備（都市
防災事業）

♦災害備蓄品整備事業 ♦水島緑地福田公園再整備事業

40.0%

長寿命化対策を実施
した橋梁数

♦復興防災公園（仮称）整備事業
♦山陽ハイツ跡地整備事業（都市防災公
園及び複合施設整備事業）

♦学校トイレ洋式化事業 ♦交通安全施設整備事業
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市民 事業者 市

人材育成 〇 〇 〇

具体的な取組
行動主体

行動主体の役割

市民及び事業者は、市が行う研修会等に自発的に参加する
市は、市民、事業者に対して研修会を継続的に実施していくことで災
害時対応力の強化を図る

市民及び事業者は、市が行う訓練等に自発的に参加する
市は、継続的に関連機関と合同訓練、学校園での防災教育を実施し
ていくことで市民、事業者の災害時対応力の強化を図る

♦学校防災教育推進事業

関係機関との合同訓
練、子どもに対する防
災教育の実施

〇 〇 〇

♦高梁川流域防災力強化事業

倉敷市第七次総合計画

まちづくり指標 R元実績 R7目標 R12目標

♦災害予防事業

防災訓練や防災教育
の実施件数

109件 300件 500件
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ＰＤＣＡサイクルによる管理 
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